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01 消費者行政新未来創造オフィスの消費者行政への寄与について
H31.3.29 消費者委員会 プロジェクト検証専門調査会提出資料
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02 「消費生活センター（消費生活相談員）」の役割 《施策推進の基礎》

安全で安心な徳島のまちづくりの実現に向け「消費生活センター」の役割が更に拡大中

【背景】
消費生活相談員の確保・育成は
市町村単位で行うのは困難との声
※相談員：半数超が60歳以上

※役割拡大に応じた処遇改善等の
職務環境整備も検討課題

◎消費生活相談員懇談会：県内の相談員を集めた意見交換

◎市町村センター巡回訪問：相談員＋市町村職員との意見交換

◎センター所長会議：運営課題（相談員処遇含む）の情報交換

◎SNS相談の試行：LINE相談を試験導入（ R1消費者庁・研究会）

県民生活を守る「消費生活センター」の持続可能な運営を確保するために

◎政策形成への相談員の参画：学校教材作成検討会参画等

◎資格取得講座／人材バンク：資格取得支援。合格者登録・活用

消費生活相談

県民に最も身近な相談窓口
（消費者被害から県民生活を守る）

消費生活センター
H29年度:県＋全市町村設置完了

◎どこに住んでいても質の高い
消費生活相談ができる体制の整備

地域の見守り

地域ネットワークの結節点
（福祉・警察等との連携など）

消費者安全確保地域協議会
H30年度:県＋全市町村設置完了

◎高齢者等の消費者被害を防止
◎関係機関（福祉・警察等）と

連携した見守り活動の実施

消費者教育の拠点
（学校や地域・職域との連携）

消費者教育

◎学校現場との連携・協力
（出前講座／最新事例提供など）
◎教材作成検討への相談員参画

学校で使える教材作成
H30年度:中学校 R1年度:小学校

「社会への扉」活用授業
H29年度～:全高校で実施中

キャッシュレス・5G・
Society5.0等への対応

近未来の消費者問題

◎ｷｬｯｼｭﾚｽ・ｻﾌﾞｽｸﾘﾌﾟｼｮﾝﾄﾗｯﾌﾟなど、
次々現れる新たな課題への対応

SDGs推進や
デジタル時代の消費者問題
への対処等について議論

G20消費者政策国際会合
R1.9.5-6 消費者庁・徳島県

全国のすべての市町村での消費生活センター設置を図るため
大学における資格取得講座の認定などにより、
消費生活相談員として活躍できる若い人材を育成・確保すること

※国への
政策提言
(R元.5)

徳島県による総合調整 ①情報共有
意見交換

②人材確保
能力活用

②



03 徳島での実践 《県の総合調整による施策展開》

見守りネットワーク

消費者安全確保地域協議会
H30年度:県＋全市町村設置完了

国 徳島県 市町村

消費者行政担当部局
（危機管理部）

保健福祉部

連携・協力

幹部
（市町村長・副市町村長等）

消費者行政担当課

福祉担当課

その他関係部局 その他関係課

消費者庁 地方協力課

厚生労働省

その他関係省庁

消費者行政
新未来創造オフィス

連携・協力 連携・協力

関係団体（県単位） 関係団体（市町村単位）

消費者行政新未来創造統括本部
（副知事TOP 全庁体制）

公益通報窓口設置（市町村）

H29年度:県＋全市町村窓口設置完了

国 徳島県 市町村

消費者行政担当部局
（危機管理部）

政策創造部（市町村課）

連携・協力

幹部
（市町村長・副市町村長等）

消費者行政担当課

人事・総務担当課

その他関係部局 その他関係課

消費者庁 制度課

総務省

その他関係省庁

消費者行政
新未来創造オフィス

連携・協力

消費者行政新未来創造統括本部
（副知事TOP 全庁体制）

H29.7
1位100.0％

H29.3
38位33.3％

H29.10
1位100.0％

H29.3
41位12.8％

外部労働者
窓口

内部職員
窓口

◎市町村の消費者行政担当部署が、当該施策を直接には担っていない場合でも……

◎当該施策に密接に関係する市町村の部署・団体が複数ある場合でも……

徳島県の役割 施策の実施主体
施策の推進（総合調整）
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04 新未来創造プロジェクトごとの連携部局・市町村窓口

新未来創造
プロジェクト

消費者庁
消費者
行政担当

連携部局 市町村窓口

① 若年者の消費
者教育

消費者教育
推進課

危
機
管
理
部

教育委員会 経営戦略部 消費者行政担当課
教育委員会

② 見守りネット
ワーク

地方協力課 保健福祉部 消費者行政担当課
福祉担当課

③ 消費者志向経
営

参事官（調
査・物価等
担当）

商工労働観
光部

政策創造部 消費者行政担当課
商工担当課

④ エシカル消費
の普及

消費者教育
推進課

保健福祉部 県民環境部 農林水産部 教育委員会 企業局 消費者行政担当課

⑤ 公益通報窓口
の整備

消費者制度
課

政策創造部 商工労働観
光部

監察局 消費者行政担当課
人事・総務担当課

⑥ 食品ロスの削
減

消費者教育
推進課

県民環境部 農林水産部 教育委員会 消費者行政担当課
環境対策担当課

⑦ 子どもの事故
防止

消費者安全
課

県民環境部 保健福祉部 病院局 教育委員会 消費者行政担当課
福祉・医療担当課

⑧ リスクコミュ
ニケーション

消費者安全
課

保健福祉部 商工労働観
光部

県民環境部 農林水産部 教育委員会 消費者行政担当課
福祉担当課

※令和元年度タスクフォース名簿より作成

◎すべてのプロジェクトを、いったん消費者行政担当部局（危機管理部）を窓口として、連携部局・市町村と総合調整

④



05 府県間・広域展開 《県を超え、面的な拡がりをもった施策の展開》

関
西
で
の
展
開

関西広域連合

「関西広域連合」としての事業実施

子どもの
事故防止
研修会

H30.10.10
R元.10.10

消費者志向
経営推進
セミナー

H30.10.19
R元.11.12

・文化庁地域文化創生本部
・消費者庁消費者行政
新未来創造オフィス

・総務省統計局
統計データ利活用センター

◎設置：R元.5.29
◎在関西の政府機関・

経済団体と連携し、
地方創生を推進

（参画政府機関）

政府機関等との
地方創生推進会議

消費者庁と連携して実施

会議開催

R元.5.29
9.10

R2. 2.24

四
国
で
の
展
開

消費者行政
担当課長会議

四国はひとつ・消費者市民社会創造フォーラム

「四国知事会」からの財政的支援

愛媛
H30.7.18

若年者向け
消費者教育

香川
H29.11.7

エシカル消費
の普及

高知
R2.3.16

SDGs推進◎設置：H29.1.27
◎目的
・情報交換
・共同事業実施

エシカル消費
自治体ネットワークの形成

エシカル消費自治体ミーティング

R元.12.26＠徳島県徳島市

全国のエシカル消費に
取り組んでいる／関心のある
自治体に呼びかけて実施

エシカル消費自治体サミット

H30.7.22＠徳島県三好市

県外参加：神奈川県・鳥取県・京都府
・名古屋市・浜松市

県外参加：石川県・鳥取県・愛媛県
・香川県・和歌山県橋本市
・和歌山県紀の川市・岡山市

協力：日本エシカル推進協議会
⑤

府県間連携による展開 消費者関係団体との連携による展開



06 全国そして世界に向けた施策展開／情報発信

全
国
へ
の
展
開

徳島県持続可能な社会を目指した
国際連携ネットワーク TIS の構築

世
界
へ
の
発
信

エシカル甲子園2019～私たちが創る持続可能な社会～ 開催：R元.12.27
主催：徳島県教育委員会・徳島県・消費者庁

G20消費者政策国際会合 開催：R元.9.5-6
主催：消費者庁・徳島県

徳島セッション

徳島商業高校の生徒の取組発表 城西高校での藍染め体験

レ
ガ
シ
ー
を
継
承

中原秀樹 東京都市大学名誉教授
西村隆男 横浜国立大学名誉教授
東 珠実 椙山女学園大学教授
加渡いづみ 四国大学短期大学部教授
坂本有芳 鳴門教育大学大学院准教授
ｶﾗｲｽｺｽ･ｱﾝﾄﾆｵｽ 京都大学大学院准教授
井上直己 上智大学大学院准教授

坂倉忠夫（公社）消費者関連専門家会議専務理事
柿野成美（公財）消費者教育支援ｾﾝﾀｰ専務理事
浦郷由季（一社）全国消費者団体連絡会事務局長
佐野勝代（特非）徳島県消費者協会会長

林田雅秀 消費者庁消費者行政新未来創造ｵﾌｨｽ参事官
三好 圭 文部科学省総合教育政策局

男女共同参画共生社会学習・安全課課長
三好誠治 徳島県危機管理部消費者くらし安全局局長

小林秀弥（独）国際協力機構四国ｾﾝﾀｰ所長
村上 義（独）日本貿易振興機構徳島貿易情報ｾﾝﾀｰ所長

Tokushima International Network for a Sustainable Society 

R2.2.21設置

国際的で
持続可能な視点からの
消費者行政
・消費者教育の推進

R2.11.4-6 国際消費者フォーラム開催予定 ⑥




